
はじめに

習近平政権下におけるアジアインフラ投資銀行（AIIB）や「一帯一路」など、広大なユー

ラシアを射程に収めた中国の対外経済上の攻勢が世界の耳目を集めている。とりわけAIIBと

いう新たな国際金融機関を設立する動きは、アメリカにとって国際通貨基金（IMF）、世界銀

行というブレトン・ウッズ機関への挑戦と映るものであった。またAIIBへの加盟をめぐり、

イギリスやオーストラリア、韓国といった緊密な同盟国の離反を招いたことは、アメリカの

影響力後退を暗示する出来事であるともみなされている（1）。中国は第13次5ヵ年計画建議に

おいて「制度的発言権」という概念を掲げ、グローバル経済ガバナンスにおける影響力拡大

を目指す方針を明らかにしており、AIIBはその一環として位置づけられる（2）。

こうした中国の動きの背景として、中国がグローバル金融危機後、他の新興国と共に推進

した国際金融制度改革の停滞に対する不服があることは疑いない。とりわけ IMFの出資比率

拡大について、米議会の手続きの遅滞で協定の発効が遅れてきた問題は、あらためて中国に

現行制度に潜む不公平性を認識させたであろう。さらに金融危機で米欧経済に依存する状況

の脆弱性が露呈したことから、その克服に向けてアジア地域の需要創出に取り組み始めたと

いう面もある。

その一方、中国が既存秩序との全面的な決別に踏み切るともおよそ考えにくい。中国はこ

れまで開放的な世界経済を支える一連のルールから経済的、政治的に受益してきた。その大

枠においてIMFなど多角主義的な国際金融制度についても、後述するようにおおむね受容し、

尊重する立場をとってきた。また、中国がグローバル金融危機後に参画を果たした20ヵ国・

地域首脳会議（G20サミット）、バーゼル銀行監督委員会や金融安定理事会において、きわめ

て協調的な態度を示している点も見過ごすべきではない（3）。

はたしてAIIBに代表される対外経済上の攻勢は、既存の国際制度に挑戦し、それに取って

代わろうとする試みなのだろうか。あるいは既存制度との協調性、補完性を保ちながら漸進

的に発言力の向上を目指すものなのだろうか。また中国経済の減速は、そうした事態の推移

にどう影響するのだろうか。

それらの点について見通しを得るため、本稿ではまず中国と多角主義的な国際金融制度の

歴史的な関係について検討する。そのうえでAIIBが歴史的な多角主義的制度への受容姿勢か

らの大きな逸脱であるとは言えそうにない一方、アジア地域主義との関係では地域経済統合
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の新たなモデルとしての潜在性を備えることを論ずる。最後に以上の議論を踏まえ、日本は

AIIBにどう対処すべきかを考察する。

1 多角主義の受容

国際金融分野に関して言えば、中国は過去、基本的に多角主義的な国際制度、とりわけブ

レトン・ウッズ機関を重視し尊重する姿勢をみせてきた。1980年に中国がIMFと世界銀行に

加盟する際、関係国の間で懸念が高まったが、実際の加盟後の行動は、ルールにきわめて忠

実なものであった（4）。そして中国は、両機関から金融支援と技術的支援を受けることで両機

関の有用性を強く認識するようになる。またE・ヘライナーとB・モマニによれば、中国は

IMFを通じて国際収支の不均衡にかかわる調整負担の公平化を実現することにこだわりをみ

せてきた（5）。たとえば、中国はアジア金融危機以後、アメリカの放漫なマクロ経済運営に規

律を与えるねらいから、サーベイランス（政策監視）のアメリカに対する厳格な適用を求め

るようになる（6）。そのことは、中国が IMFに対し、組織内で特権的地位を享受するアメリカ

の行動をも制御するような公平性の発揮を期待していることを示している。

その後の中国の行動で興味深いのは、アジア地域主義が盛り上がる局面でも、IMFへの尊

重や重視を保ち続けたことである。周知のように1990年代のアジア金融危機は、アジア諸国

に域内での相互扶助や地域経済自立の必要性を痛感させ、地域主義が進展する大きな契機と

なった。とりわけ通貨金融領域では、危機時に新自由主義的な政策を押しつけてきた IMFに

再び頼りたくないとの意識が共有され、そのことは2000年の東南アジア諸国連合（ASEAN）＋

3（日中韓）による通貨スワップ協定、チェンマイ・イニシアチブ（CMI）の合意に結びつく。

その一方、CMIの支援はその大半についてIMF融資とのリンクが条件とされ、その点は後に

グローバル金融危機下でCMIが活用されなかった最大の理由となる。そのIMFとのリンクを

CMIの設計に際して最も強く主張した国の一つは、中国であった（7）。このことは、中国が他の

アジア諸国と異なり、IMFの価値や有用性を依然、認めていたことを意味している。

2000年代後半のグローバル金融危機は、あらためて中国にアメリカの通貨・金融システム

に依存する状況の脆弱性を痛感させ、アメリカ経済モデルの正当性に疑義を抱かせた。そう

したなか、2009年、中国人民銀行総裁の周小川は論文「国際通貨体制改革に関する考察」を

発表し、ドルを基軸通貨とするシステムからの脱却を唱え、代わって IMFの特別引出権

（SDR）を国際的な準備通貨に仕立ててゆくべきと主張する。

この主張は、中国と国際金融制度の関係に内在する二面性をよく表わしている。一面では、

中国はここで通貨金融領域におけるアメリカの覇権に挑戦する姿勢をみせたと言ってよい。

その一方、中国は、広く警戒されるように多角主義的制度の破壊を試みているわけではない

ことにも注意すべきである。むしろ中国の要求は、国際的な準備通貨を特定の国家からIMF

の管理下に移すこと、言い換えればアメリカの力が支配してきた領域にも多角主義を浸透、

徹底させることにあった。周はまた、超国家的通貨の理想像としてJ・M・ケインズが構想

したバンコールに触れている。この点もおそらく中国の描くビジョンがブレトン・ウッズ体

制と距離を置こうとするものではなく、むしろその原点に回帰する志向性をもつことを示唆
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していよう。このように過去、中国による既存秩序への最大の挑戦的行動と目された周論文

においてさえ、IMFとその体現する多角主義への支持は保たれていた。そのことからは、中

国による既存の多角主義的制度の受容が非常に徹底したものだったことがわかるだろう。要

するに、中国が反発を強めたのは通貨金融領域におけるアメリカの力に対してであり、ブレ

トン・ウッズ機関を中心とする多角主義に対してではなかったのである。

2 力の制約要因

中国が多角主義を受容してきた要因は何だろうか。まず挙げられるのは、この分野におけ

る中国の力が、その経済・貿易規模から想定されるほどには大きくないことである。B・コ

ーヘンは、通貨金融領域における力として、他国・アクターの行動を左右する「影響力とし

ての力（power as influence）」と他国・アクターに左右されない「自律性としての力（power as

autonomy）」を挙げるが（8）、そのいずれについても中国はアメリカとの関係で脆弱な位置に立

たされてきた。

そのことは、最大の力の源である3兆ドル超の外貨準備が置かれた状況を考えれば明らか

である。中国がこれまで経常・資本収支の黒字を通じて蓄積した外貨準備の大半は、米国

債・公共債などのドル建て資産で運用されてきた。それはアメリカからみれば貯蓄不足や財

政赤字を中国に支えられていることを意味する。ゆえに、中国がドル資産の売却や購入停止

を材料にアメリカに影響力を行使する可能性も、理屈上は否定できない。事実、2009年に温

家宝総理がドル資産の安全性について「正直に言えば、少し懸念がある」と述べ、アメリカ

を牽制した件はよく知られる。とはいえ、手持ちのドル資産の大規模な売却や急な購入停止

は、中国にとっても資産価値の下落という痛みを伴う行動である。さらに、M・ドゥーリー

らのブレトン・ウッズⅡ論が明らかにしたように、中国によるドル資産蓄積は、人民元レー

トの上昇を抑えて輸出主導の成長を進める発展戦略の一環でもあった。こうした事情から、

中国にとって外貨準備の大宗をドル資産に塩漬けにしている状況から本格的に脱することは、

なお容易ではないのが実態である（9）。

それらの点は、中国におけるナショナリスティックな議論においてもよく認識されている。

たとえば社会科学院金融研究所の劉 輝は、AIIBの設立により中国はG2としてアメリカに

肩を並べたとの高揚感を示す一方、そのG2下で米中の相互依存はいっそう進み、人民元の事

実上の対ドルレート管理も続くと予測する（10）。そのことは中国にとって保有資産の価値がア

メリカの経済・金融動向に脆弱であり続けることに加え、資本移動の制限が緩みつつあるな

か、金融政策面でも「自律性としての力」が制約を受け続けることを意味する。「影響力とし

ての力」の面でも、アメリカによる為替操作国への認定をちらつかせての人民元レート上昇

の要求について、中国が無視しきれないことに表われるように、力の行使は主にアメリカの

側からなされてきた。

さらに中国の国内政治要因も、外貨準備を活用した力の行使を困難にしている。中国の国

内政治構造は「分散化した権威主義（fragmented authoritarianism）」と称されるように、各領域

で政策決定の権限が著しく分散している点に特徴がある。通貨金融領域においても財政部、

対外経済上の「攻勢」がもつ潜在性―AIIBは多角主義と地域主義に何をもたらすか

国際問題 No. 649（2016年3月）● 18



人民銀行という金融当局に加え、発展改革委員会、外交部、商務部、さらには沿岸部の省・

直轄市など多くの部門が、独自に発言権と優先目標を有している。そのような分散構造の帰

結として、V・シーは、当初、外貨準備を地政学的目標に振り向ける道具として警戒された

中国のソブリン・ウェルス・ファンド（政府系ファンド）は、これまでのところ短期的視野で

経済的利益をねらう行動に終始せざるをえなくなっていると論ずる（11）。

このように力の源泉とその行使に限界を抱える中国が、アメリカという、圧倒的な力を有

する国家が存在する通貨金融領域で多角主義的国際制度を重視してきたことは、かつての欧

州の対米戦略を彷彿させる。第2次世界大戦後設けられたブレトン・ウッズ機関、国際連合、

北大西洋条約機構（NATO）など一連の国際制度は、欧州諸国からすれば、アメリカという新

たな超大国を世界につなぎとめ、同時にその力をルールで制御しようとする戦略の産物であ

った（12）。同様に中国が、IMFを通じてアメリカの行動を抑制し、公平性を実現しようとする

のも、相対的な「弱者」の側の国際制度の活用法として理に適ったものと言える。

以上、過去における中国による多角主義の受容とその要因について整理を行なった。次に、

この過去の行動様式を念頭に、AIIBと既存の国際制度の関係について考察してゆきたい。

3 ブレトン・ウッズ機関との補完性

中国によるAIIB設立は、アメリカ側に第2次世界大戦後自らが主導してきたブレトン・ウ

ッズ機関に挑戦する動きとして警戒を引き起こした。とりわけアメリカの同盟国が制止を振

り切ってAIIB加盟に踏み切った 末は、中国が国際金融分野でも台頭したとの印象を強く与

えるものであった。今後、中国は過去の多角主義への受容的姿勢を転換し、自らの力に基づ

く新秩序の構築に乗り出してゆくのだろうか。

筆者のみるところ、そのような兆しはいまだ見出せない。AIIB設立に至る経緯を振り返れ

ば、中国はグローバル金融危機後、G20などの場で他の新興国と連携してブレトン・ウッズ

機関の改革を再三訴えてきた。このことは中国が既存制度に批判的であると同時に、依然そ

れを重視しており、その内側で地位向上を実現したいという意欲をもつことの表われでもあ

る。そして、改革要求のささやかな成果が2010年に決まったIMFの増資と出資比率変更であ

り、中国は日本に次ぐ世界3位の出資比率を獲得することとなった。だが、その後も発効に

必要な米議会の手続きの停滞により、中国の出資比率は6位にとどまってきた。

こうした経緯を踏まえれば、経済力を増大させた中国がAIIBを擁して既存制度に挑戦し始

めたと単純にみることはできない。むしろ多角主義的制度の維持・強化のため中国が貢献す

る意思を表明しているのに対し、アメリカ側が必要な改革を拒んできたという構図が認めら

れる。あるいは国際関係理論に照らせば、少なくとも外観上、中国がどちらかと言えばリベ

ラル制度論に沿った動きをみせているのに対し、アメリカがリアリズムに立って中国の力の

伸長を抑え込む行動に終始するという、一種の逆転現象が生じているようにみえる。実際、

米連邦準備制度理事会（FRB）元議長のB・バーナンキも、米議会が中国に既存機関で相応

の地位を与えることを拒否したことが、中国をしてAIIBを作らせるに至ったとの認識を示し

ている（13）。IMFもまた米議会の承認の遅れを再三批判し、一時その承認抜きの協定発効を模
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索する局面もあった。アメリカの IMFに対する影響力は、最大の出資比率に基づく拒否権に

とどまらず、非公式なかたちで日常の運営にまで及ぶ（14）。そのIMFによる米議会との対立を

惹起しかねない行動からは、IMF側の焦慮がうかがえる。

しかも新機関でやろうとしていることについて、中国がもともと、既存制度の枠内で進めよ

うとしていた節もある。中国はここ数年、世界銀行はインフラ整備と経済成長にもっと注力

すべきと主張してきた。また2010年、財政部次官の李勇は、アジア開発銀行（ADB）の会合

において、アジアの貯蓄を域内のインフラ投資に振り向ける仕組みとして汎アジアのソブリ

ン・ウェルス・ファンド（Asian Investment Corporation）設立を唱えている（15）。その前年のG20

財務相会合でも、人民銀行副総裁の胡暁 が、メンバー国の経常勘定余剰を開発途上国の投

資に回すため、G20でソブリン・ウェルス・ファンドを設けることを提起している（16）。

そしてAIIB設立の表明に至った後も、中国はインフラ支援に特化するAIIBと、幅広い支

援を通じた貧困削減を目的とする既存機関とは補完的関係にある旨を強調してきた（17）。中国

では1980年代以降の日本の経験について、金融パワーとして台頭し損ねた失敗例としてよく

研究されている。そのことを踏まえれば、AIIBの位置づけや名称にも、かつてIMFの代替を

連想させるアジア通貨基金（AMF）構想を頓挫させた日本の轍を踏まないとの考慮が働いて

いるものと推測される。

またそもそも、ADBを下回る1000億ドルという資本規模は、ブレトン・ウッズ機関への挑

戦というにはやや控えめなものであろう。その点に対しては、中国はAIIBに加えて、シルク

ロード基金や「一帯一路」に係る多様な金融資源を用いて戦略目標を推進するだろうとの反

論がなされるかもしれない。だが先述したように、関係機関の分立は「分散化した権威主義」

の問題として、一貫した戦略の推進を困難にする面があることにも注意が必要である。元来、

中国では国家開発銀行、中国輸出入銀行という政策銀行が開発金融を担ってきた。そこへさ

らに今般、財政部主導のAIIBや人民銀行の主導するシルクロード基金が加わることで、分散

化はいっそう進むことになる。加えて、それぞれの機関自体が多様な出資母体や利害関係部

門を抱えており、とりわけシルクロード基金はそうした「混血児」の典型とされる（18）。

こうみてくると、AIIBの設立がブレトン・ウッズ機関やその構成原理である多角主義の破

壊を意図したものであるなどということはありそうもないように思える。当のブレトン・ウ

ッズ機関自身、アメリカがAIIBに反発を示すなかで、繰り返しその設立を歓迎してみせてお

り、AIIBが自らの補完的役割を果たすことへの期待や自信があるのだろう。中国は2011年の

IMF専務理事の選出過程において、当初は欧州による地位の独占に反発し、新興国と共闘路

線をとるかまえをみせた。だが結局C・ラガルド支持に回り、自国の朱民の副専務理事ポス

トを獲得した。こうした経過も、中国が国際的な地位向上を実現、体感する場として、依然

IMFを重視していることを裏づける。せいぜいのところ、中国が求めているのは緩やかなか

たちでの力の再配分と言うべきものになおとどまっているかにみえる（19）。

もっとも、ともかくも新機関の設立に踏み切った以上、中国が既存制度のすべてを肯定し

ているというわけではもちろんないだろう。実際、ブレトン・ウッズ機関のトップの地位が

欧米に独占され続けていることに象徴される不公平性は、中国にとって大きな不満の種であ
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り続ける。関連して中国はかねてより、ブレトン・ウッズ機関は開発途上国の利益をもっと

反映すべきであると主張してきた（20）。これらの点について、AIIBという潜在的にはブレト

ン・ウッズ機関と競合しうる機関が設けられることは、是正の圧力として働くであろう。実

際、早くもその兆候とみなせる動きとして、2015年11月、アメリカがかねて慎重姿勢をみせ

てきた人民元のSDR構成通貨入りが決まった。12月には、5年間棚晒しとなってきた IMF出

資比率の変更問題に関して、米議会で関連法案が通過する動きもあった。

このように、中国は既存の多角主義的制度を大枠で受容しながらも、米欧主導の現状につ

いて問題点を認識している。そうした背景から、AIIBは中国の考える正しい多角主義のモデ

ルを提示し、実践する場になってゆくものと思われる。たとえば、AIIBの出資比率は加盟国

を域内国と域外国に分けたうえで、経済規模に応じて配分されるとされている（21）。このやり

方が域内最大の経済規模を誇る中国の主導性確保に直結するものであることはまちがいない。

だが同時にそれが、経済実勢の変化にかかわらず米欧支配の続くブレトン・ウッズ機関にお

ける配分と比べ、一定の客観性と透明性を有していることも否定できない。人民銀行金融研

究所の 金峰によれば、当初3割程度の中国の出資比率が、将来の加盟増に伴い低下するこ

とも許容されるという（22）。常駐の理事会を置かないとする点にしても、アメリカや日本では

恣意的な運営につながるとして批判的な意見が多い。しかしこの点でさえ、世界銀行の理事

会に対して新興国の不満が集中する部分―大きすぎ、意思決定が遅く、欧州が過度に代表

されている等々―への対応になっているとの観察もある（23）。

こうした点についてAIIBの提示するモデルが、開発途上国などの間で高い支持を得るよう

になれば、IMFなど既存制度の側にも改革圧力として働くと考えられる。もっともその場合、

IMFなどが迫られる改革は、経済実勢の変化に応じて新興国、途上国へ責任と役割を再配分

する方向のものとなろう。それは IMFなどにとっても自らの機能と正当性を維持するために

必要な措置である（24）。ゆえに、その場合でもAIIBと既存制度の補完性は根幹において揺らが

ないと言えるだろう。

4 アジア地域主義における潜在性

前節で論じたように、AIIBは既存の多角主義的制度の代替を目指すものとは言いがたく、

地域レベルでも、今のところそのような方向に向かってはいない。そもそも、アジア地域主

義はアジア太平洋経済協力会議（APEC）、ASEAN＋3、ADBなど、必要に応じて多様な制度

が設けられ共存してきた点に特徴をもつ（25）。A・アチャリアは、欧州諸国をも迎え入れたこ

となどを挙げて、AIIBはアジアで伝統的な「開かれた地域主義」に沿う動きであるとさえ評

価する（26）。そうだとすれば、なぜアメリカは当初AIIBに強い反応をみせたのだろうか。その

点については、アメリカの対アジア戦略の歴史的文脈を踏まえればわかりやすい。

アメリカは第2次世界大戦後、欧州に対しては、冷戦の主戦場であったことや自らと対等

な立場に立つことを許容する意識から、多角主義的秩序のいわば例外として地域制度の構築

を認め、後押しさえしてきた。他方、アジアにおいては、何らかの制度枠組みのなかで拘束

される事態を嫌い、自らが優位に立てる二国間関係を基調とする方針をとってきた（27）。1990
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年代以降になっても、とりわけマハティールの東アジア経済グループや日本・大蔵省のAMF、

民主党政権の東アジア共同体構想など、自らを排除しかねない汎アジア主義の色彩が感じら

れる動きについては、一貫して強い反発を示してきた。逆にアメリカが支持する地域制度は、

APECや環太平洋パートナーシップ（TPP）のような、自らを含むかたちで環太平洋化され、

アジア性が希釈化されたものであることが普通である。

AIIBに対するオバマ政権の否定的態度は、そうした過去の行動と軌を一にするものである（28）。

そしてその否定的態度により、アジア域内外の国々はAIIBへの加盟をめぐり、アメリカにつ

くか中国につくかという選択を迫られることになった。結果、周知のように日本とカナダを

除く主要な国々は「中国についた」。その最大の動機は、開発途上国にとっては中国マネーの

受け入れであり、先進国にとっては投融資への相乗りによる利益の享受であろう。これら

AIIBが加盟国にもたらす直接的な利益は、その時々の中国の経済情勢に依存しよう。したが

って、今後予想される中国経済の減速や外貨準備の縮小に応じて減少すると考えられる。

その一方、減速が危機的な状況に至らないかぎり、さして影響を受けないと考えられるの

が、新たな地域経済統合・発展のモデルとしてAIIBが備える一種のソフトパワーである。そ

の作用を理解するうえで押さえておくべき背景として、アジア地域においてはアジア金融危

機への対応をめぐって、IMFへの信頼がほぼ失墜していることがある。危機に見舞われたア

ジア諸国にとって、当時 IMFとアメリカ政府が行なったことは、国内事情を無視した新自由

主義的処方の押しつけと米系企業の参入促進でしかなかった。そして介入を受けた後、イン

ドネシアはスハルト退陣とその後の政治経済的な混乱に苦しみ、韓国では IMF不況という用

語が流布するまでに至る。危機後、域内の諸国が外貨準備の蓄積と地域通貨協力を進めたの

も、IMFへの依存を回避するための自助、共助という面が強い。

そうした経緯から、AIIBの運営に関して明らかになっている内容の多くは、アジア諸国や

途上国一般にとって魅力的なものになっており、その点、アメリカや日本との間で認識のず

れが生じている可能性が高い。例を挙げれば、AIIBの協定では組織内での影響力に直結する

出資比率について、域内国が将来にわたり75%を保つとしている。これはアメリカや日本か

らすれば域外先進国の発言権を抑え、中国支配を持続させるための措置と映る。だが、米欧

の主導する IMFの政策を押しつけられたとの認識を共有するアジア諸国からは、むしろ地域

の主体性を確保する適切な措置とみなされるであろう。中国でもそうしたアジア諸国の認識

はよく理解されている。たとえば吉林大学の王達らは、AIIBが促進するグローバル・ガバナ

ンス改革には、新自由主義の押しつけを伴った“南北協力”から被支援国の実情に配慮する

“南南協力”への移行が含まれると解説する（29）。

また発展改革委員会の盛思 らによれば、AIIBの進めるインフラ投資は一面では中国の発

展モデルをアジアに伝播させる企てである（30）。改革開放後、短期間で経済大国に上りつめた

中国の実績を目の当たりにし、かつ欧米流の人権規範に拘泥しない域内諸国にとって、中国

モデルの説得性は非常に高い。中国の発展モデルは多様な要素からなるが、インフラ整備や

重要産業育成については、国有企業が主導する国家資本主義の特徴を有している（31）。これは

新自由主義にアレルギーの強い域内諸国に受け入れやすく、日本、韓国、シンガポールなど
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で歴史的に採られた一種の開発主義とも親和性がある。中国自身が既存制度との棲み分けの

例として示す、貧困削減よりもインフラ整備を優先するアプローチも、経済成長への即効性

を期待できるものと言える。

AIIBが果たすことになろう域内貯蓄を域内投資に回す金融仲介機能も、アジア金融危機で

露呈した地域の課題への対応になっている。危機時、域内諸国は長期的な投資を米欧金融機

関からの短期融資に依存しており、そのことは資金の流出時に償還期間と通貨の「二重のミ

スマッチ」を生んだ。しかも米欧金融機関を介して流出入した資金の大半は、もともとアジ

ア域内で調達されたものだったとされる。つまり、金融仲介機能の弱さが危機の重要な一因

であった。

AIIBは地域統合の枠組みとして、先行するTPPと比べてはるかに有効であるとの議論もあ

る。A・エレクによれば、TPPの主なターゲットである関税は、自由化が相当進んでいる域

内貿易においてすでに大きな障壁とは言えない。それに対し現在、地域経済は直接投資とサ

プライチェーン構築を通じた統合の途上にあり、その促進に最も有益なのが、AIIBの掲げる

連結性の向上、すなわち交通・通信インフラ整備であるという（32）。つまり地域経済統合のビ

ジョンとして、AIIBはより直接的、実際的な効果を期待できるものになっている面がある。

このようにAIIBは、半ばアメリカの態度を通じて創出された米中間の地域経済統合をめぐ

る主導権争いの構図において、中国側に域内の支持を集めうる要素を多々有する。中国がそ

のソフトパワーをどう用いてゆくかは、将来的に地域経済統合の主導権の帰趨を左右しうる

重要な問題であろう。

結びに代えて― AIIBと日本

以上の議論の含意として、最後に日本がAIIBにいかに対処すべきかという問題について考

えておきたい。日本は創設メンバーとなるための申請期限とされた2015年3月までに参加を

しなかった。その後の行動は、ADBの事業拡大に加えて、域内のインフラ整備にAIIBの資本

金を上回る1100億ドルを投じる表明や国際協力銀行のインフラ部門改編など、もてる政策手

段を総動員してAIIBに対抗しようとするものであるかにみえる。

しかし、そのような対応は問題をはらむものである。先述のとおり、中国は既存制度の改

革やその枠内における開発途上国の支援拡大に向けて相応の努力を払ってきた。そうした経

緯を踏まえれば、AIIBの設立は、一定の協調的動機を有する中国の台頭に対し、既存制度の

側が本来、リベラルな国際秩序の持ち味だったはずの包容性を発揮できていないことで引き

起こされた事態という面が強い。そして設立に動いた後も、中国はAIIBと「一帯一路」の成

功の鍵として、米日との反目の回避を非常に重視している（33）。そうしたなか、日本がAIIBに

対抗する姿勢をあからさまにしていけば、中国における協調的な動機を挫き、AIIBを重商主

義、あるいはむき出しの国益追求の方向へと向かわせかねない。そもそも中国は、日本やア

メリカの推進するTPPを通商面での中国包囲網だとみなしている。そこでさらに開発金融で

も妨害を受けたと受けとめれば、結局、日本はアメリカに追随して自らの台頭を抑え込む側

に立つとの認識を深めよう。むしろ、AIIBの推進する域内の連結性向上という目標には、日

対外経済上の「攻勢」がもつ潜在性―AIIBは多角主義と地域主義に何をもたらすか

国際問題 No. 649（2016年3月）● 23



本の経済的利益に資する部分もある以上、少なくともその部分について協力する姿勢をみせ

てもよいのではなかろうか。

具体的にどう協力するかという段になると、避けられないのは日本が将来的にAIIBに加盟

すべきかという問題だろう。だがこれは誠に悩ましい問題である。仮に日本が参加し、中国

の半分程度の出資比率となった場合、あくまで象徴的なレベルではあるものの、地域のイン

フラ建設の担い手として認知されつつある組織で中国の下風に立つこととなる。これが第2

次世界大戦後、地域経済統合を主導してきたと自認する日本にとって抵抗の強い事態である

ことはまちがいない。また、日本が加盟しない理由として挙げる運営の不透明性への懸念は

おそらく正しい。AIIBの事業の多くが中国の国有企業を利するものになるのもたしかだろう。

あるいは逆に、AIIBが国内で不良債権の山を築いてきた国有銀行の二の舞を演ずる可能性も

否定できない。

その一方、中国が直面する力の制約要因や既存制度における「ガラスの天井」は、じつは

日本にも共有される部分の大きい問題である。日本は中国に先立って経常黒字、外貨準備大

国として1980年代に台頭した。当時はリアリストの国際政治経済学者、R・ギルピンに、金

融覇権交代の懸念を抱かせるほどの勢いもあったが、実際の日本の行動は、ドル本位の通貨

システムやアメリカ経済・財政を支えるものに終始し、「影響力としての力」、「自律性として

の力」の双方の伸長は限定的なものにとどまった（34）。日本は1968年に経済規模で世界2位に

なった後、やっと1992年に IMFの出資比率2位を実現し、以来その位置を保っている。だが

その半面、IMFが圧倒的に米欧中心的な機関であることに変わりはなく、IMF内で日本がそ

の経済力や貢献に見合った地位を本当に得ているのかは今日なお微妙なところであろう。先

にAIIBの体現する国家資本主義的なモデルが、アジア地域で受容される見込みは高いと述べ

たが、日本がかつてAMFを提案する際に抱いていた問題意識も、IMF流の新自由主義が地域

の実情にそぐわない点にあった（35）。

中国側にも日本との立場の共有は認識されているようである。Y・ジアンによれば、2012

年に欧州債務危機への対処として IMFの融資枠増強へ協力が求められた際、中国は日本と連

合を組み、欧州の投票権を減らしてそれを日中に回すべく画策したという（36）。AIIBについて

も、初代総裁となる金立群より日本に対し筆頭副総裁のポスト提供による加盟の勧奨があっ

たとの報道がある（37）。この動きからも、中国が日本と利益の共有について認識していること

や、地域経済統合で先駆的役割を果たしてきた日本の経験、ノウハウを必要としていること

が推察される。

こう考えると、日本としては中国に必要とされているうちに、AIIB参加というリスクをと

る価値は十分にある。むろん、この問題をめぐり米中競合の構図が存在する以上、日本とし

て対米協調から逸れた方向での選択が容易なことであるとは考えにくい。少なくとも、イギ

リスのようにアメリカの不意を打って参加を表明するなどという行動はとりえないであろう。

したがって、情報収集やAIIBを協調的な方向へと誘導するにあたって、日本の参加がアメリ

カの利益にもなることについて理解を得てゆくことが肝要である。いずれにせよ、種々の利

害を比較衡量したうえでの主体的な判断が求められており、できうれば避けたいシナリオは、
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アメリカが何らかの方針変更を経て加盟を決めた後、慌てて追随するというものであろう。
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